
彦根商工会議所ビジネススクール 彦根商工会議所
Hikone Chamber of commerce & industry.

FAX.0749-26-2730ゼロからわかる！
経営計画作成支援セミナー 受講申込書
（令和６年１月３０日）

事業所名 業　　種

従業員数

会員区分
（いずれかに〇印を）受講者氏名

所在地

TEL FAX

※切り取らず送信してください

※ご記入頂いた情報は、彦根商工会議所からの各種連絡・情報提供のために利用させていただくほか、参加者の実態調査・分析のために利用します。

日時：令和6年1月30日（火）14時～16時30分　
定員
場所 彦根商工会議所 会議室（彦根市中央町３-８）

30名（定員になり次第、締め切らせていただきます。）

当所会員　　・　　非会員

〒　　　　-
人

E-mail

ゼロからわかる！「経営計画」作成支援セミナー

考え方さえ分かれば、計画づくりは難しくない！
今こそ経営計画作成にチャレンジしてみませんか。

セミナーカリキュラム

①補助金制度の特徴 ②小規模事業者持続化補助金の説明

③申請書の書き方とポイント ④申請書の下書き作成

＊小規模事業者持続化補助金の説明は裏面へ【第15回公募要領は今後発表されます】

こんな方におすすめです

　　・経営計画作成は難しい、何から始めればよいか分からない

　　・前向きな取り組みで現状を打破したい

　　・補助金活用、採択のポイントが知りたい
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主催・問合せ 　彦根商工会議所 中小企業相談所 TEL：0749-22-4551　FAX：0749-26-2730
                     E-mail：sodansyo@hikone-cci.or.jp　Webサイト：https://www.hikone-cci.or.jp/

お申し込み　   当所ホームページ、チラシの申込フォーム・FAXにてお申込みください。　

講師　中小企業診断士 伊藤 慎悟氏（コンサルティング・シスト代表）
人と企業の戦略アドバイザー。観光バス会社で添乗員や営業の仕事を５年間経験した後、
各務原商工会議所に転職し、地域中小企業の支援業務に16年間従事。2008 年、経営コン
サルタントとして独立開業。地元岐阜県、愛知県を中心に全国で年間約180回のセミナー
や研修の講師を務める他、起業家、経営者、後継者の相談も年間約300件行っている。

小規模事業者持続化補助金活用のための

＊注意事項　当日に発熱や体調不良の場合は、ご来場をお控えください。　

申込フォーム

伊藤 慎悟氏

受講
無料
会員・非会員ともに



販路開拓を目指す小規模事業者等の皆さまへ

小規模事業者
持続化補助金とは？

小規模事業者持続化補助金（＝持続化補助金）は、小規模事業者が
自社の経営を見直し、自らが持続的な経営に向けた経営計画を作成
した上で行う販路開拓や生産性向上の取組を支援する制度です。
※下記、補助額などの情報は「第14回」時点のもので、変更の場合があります。

通常枠
補助上限50万円
補助率2/3

賃金引上げ枠、卒業枠、後継者支援枠、創業枠
補助上限200万円・補助率2/3
※賃金引上げ枠は赤字事業所の場合、補助率3/4

活用事例

補助事業の遂行に必要な製造装置の購入等

新サービスを紹介するチラシ作成・配布、看板の設置等

ウェブサイトやECサイト等の開発、構築、更新、改修、運用に係る経費

展示会・商談会の出展料等

販路開拓（展示会等の会場との往復を含む）等を行うための旅費

新商品の試作品開発等に伴う経費

補助事業に関連する資料・図書の購入費用等

補助事業のために臨時的に雇用したアルバイト・派遣社員に係る費用

機器・設備等のリース・レンタル料（所有権移転を伴わないもの）

新サービスを行うためのスペース確保を目的とした設備処分等

店舗改装など自社では実施困難な業務を第三者に依頼（契約必須）

今後の
応募スケジュールについて
【小規模事業者持続化補助金（一般型）】

応募締切 …［第15回］後ほど発表
               

制度の詳細は、右図➡
または下記HPを参照ください
https://s23.jizokukahojokin.info/

【GビズIDの取得はこちら】
本補助金の電子申請には
gBizIDプライムを用います。
お早めにご準備ください。

※インボイス特例の要件を満たす場合、補助上限額に50万円上乗せ（詳しくは下記HPをご確認ください）。

制度紹介 gBizID

補助対象経費科目

① 機械装置等費

② 広報費

③ ウェブサイト関連費

④ 展示会等出展費

⑤ 旅費

⑥ 新商品開発費

⑦ 資料購入費

⑧ 雑役務費

⑨ 借料

⑩ 設備処分費

⑪ 委託・外注費

③ウェブサイト関連費、⑩設備処分費は単独での申請ができません（詳しくは下記HPをご確認ください）。

（令和6年2月～3月初旬頃を想定）


